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甲府市地域公共交通計画策定業務委託 公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 主旨 

本実施要領は、「甲府市地域公共交通計画策定業務委託」を実施するにあたり、企画提案

を求め、当該業務の最適な者を選定するための手続きに関し必要な事項を定めるものであ

る。 

 

 

２ 業務概要 

（１）業務名 

甲府市地域公共交通計画策定業務委託 

（２）業務内容 

甲府市地域公共交通計画策定業務委託 仕様書のとおり  

（３）委託限度額 

７，４６９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（４）業務の所管部署 

甲府市地域公共交通活性化協議会事務局（甲府市企画財務部リニア交通室交通政策課） 

〒400-8585 山梨県甲府市丸の内一丁目１８番１号 

TEL：055-237-5109 FAX：055-220-6938 

E‐mail：koutuss@city.kofu.lg.jp 

 

 

３ 参加資格 

企画提案に応募できる者に必要な資格は、次のとおりとする。 

（１）令和５年度の甲府市の入札参加資格有資格者名簿に登録されていること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこ

と。 

（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き又は民事再生法（平成

１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き中でないこと。 

（４）本事業にかかる公募の日から契約締結の日までの間に、甲府市建設工事等請負契約に

係る指名停止等措置要綱に基づく資格停止を受けていないこと。 

（５）国税及び地方税を滞納していないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役員が暴

力団員でないこと。 

（７）過去５年（平成３０年４月１日以降）において、地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律（平成１９年法律５９号。以下「法」という。）第５条に規定する「地域公共

交通計画」又はそれに類する交通計画の作成を地方自治体又はそれに準ずる公益法人、

団体、法第６条に規定する協議会等との間で元請として締結した実績をいずれか１件以
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上有すること。 

（８）下記の技術者を適切に配置できること。 

【管理技術者・主任技術者】 

ア 以下のいずれかの資格等を有する（登録してある）こと。 

・技術士「総合技術監理部門」（建設） 

・技術士「建設部門」（都市及び地方計画） 

・ＲＣＣＭ（都市及び地方計画） 

・土木学会認定土木技術者（特別上級、上級、１級） 

イ 過去５年（平成３０年４月１日以降）において、法第５条に規定する「地域公共交

通計画」又はそれに類する交通計画の作成を管理技術者又は主任・担当技術者として

従事した実績を有すること。 

【照査技術者】 

ア 以下のいずれかの資格等を有する（登録してある）こと。 

・技術士「総合技術監理部門」（建設） 

・技術士「建設部門」（都市及び地方計画） 

・ＲＣＣＭ（都市及び地方計画） 

・土木学会認定土木技術者（特別上級、上級、１級） 

（９）任意の２者以上を構成員とする自主結成の特定設計業務共同企業体（以下「企業体」

という。）として参加する場合は、代表構成員及び全ての構成員が（１）から（６）の

資格を満たすこと。 

また、（７）については、代表構成員又は構成員のいずれかが資格を満たすとともに、

（８）については、代表構成員又は構成員の中から技術者を配置すること。 

更に、企業体の代表構成員又は構成員が、単独の事業者又は他の企業体の構成員とし

て、このプロポーザルに参加する者でないこと。 

 

 

４ 提案等のスケジュール 

項目 時期 

（１）実施要領の閲覧開始 令和５年４月５日（水） 

（２）質問書の受付期間 令和５年４月１１日（火） 午後５時必着 

（３）質問書の回答期限 令和５年４月１４日（金） 

（４）参加表明書の提出期限 令和５年４月１９日（水） 午後５時必着 

（５）参加資格審査結果の通知 令和５年４月２４日（月） 

（６）企画提案書等の提出期限 令和５年５月１日（月） 午後５時必着 

（７）提案内容プレゼンテーション 令和５年５月１１日（木）（予定） 

（８）審査結果通知 プレゼンテーション審査から概ね７日以内 

 

 

５ 質問の受付及び回答 

当該業務に関して質問がある場合は、次のとおり提出すること。 
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（１）提出書類 

質問書（様式６） 

（２）提出方法 

２（４）の E-mail アドレスへ電子メールで提出すること。 

（３）受付期間 

公募開始の日から令和５年４月１１日（火）午後５時まで。 

（４）回答方法 

令和５年４月１４日（金）までに甲府市のホームページに掲載する。 

 

 

６ 参加表明書等の提出 

参加希望者は、次に掲げる事項に留意の上、参加表明書等を提出すること。 

（１）提出書類 

ア 参加表明書（様式１） 

イ 業務従事体制確認調書（様式２） 

ウ 会社概要等整理表（様式３） 

エ 参加資格確認資料（様式４の１ ～ 様式４の５） 

オ 納税証明書（国税及び地方税に滞納がないことがわかる証明書） 

カ 誓約書（様式５） 

キ 企業の実績を証する書類の写し 

ク 配置予定技術者の資格を証する書類の写し 

ケ 配置予定技術者の雇用関係を証する書類の写し 

コ 配置予定技術者の実績を証する書類の写し 

※企業体の場合は、当該委託業務を共同で受託する意思を明確にした協定書や覚書（代

表構成員及び構成員の記名押印した書面）を併せて作成し、提出すること。書式は任

意とする。 

（２）提出部数 

正本１部 

（３）提出方法・提出先 

２（４）まで郵送又は持参すること 

※持参の場合は、平日午前９時から午後５時までとする。 

※郵送の場合は、提出期限必着を条件とする。 

（４）提出期限 

令和５年４月１９日（水）午後５時 まで 

（５）提出にあたっての留意事項 

ア 参加表明書の提出をもって、本要領の記載内容を承諾したものとみなす。 

イ 提案に関して使用する言語は日本語とする。 

ウ 提出された書類は、甲府市情報公開条例（平成１２年１２月２１日条例第４２号）

に基づき、情報公開の対象となる。 

エ 提出書類について、提出後の追加及び変更は認めない。ただし、甲府市地域公共交
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通活性化協議会（以下「協議会」という。）が参加資格の審査に必要と判断した場合は、

追加の書類の提出を求める場合がある。 

（６）参加資格審査結果通知 

参加資格審査結果は令和５年４月２４日（月）までに電子メールにて通知する。 

 

 

７ 企画提案書等の提出 

企画提案書等の提出は、次のとおりとする。 

（１）提出書類 

ア 企画提案書（鑑）（様式７） 

イ 企画提案書 

・業務の実施方針等（様式８） 

業務の実施方針、業務のフロー、工程計画について簡潔に記載すること。 

・特定テーマに対する企画提案（様式９） 

特定テーマに対する取組方法を具体的に記載すること。 

【特定テーマ】 

①自動車の利用から公共交通の利用へと転換を図るための利用促進方策について 

②公共交通ネットワークの再編に関する基本的な考え方、都市計画分野との連携方

策について 

③運転免許を返納した高齢者や、市内に複数存在する公共交通空白地域（鉄道駅や

バス停が徒歩圏内にない地域）における移動手段の確保のための方策について 

※企画提案書の文字サイズは１０ポイント以上とすること。 

※企画提案書の記述内容は、 協議会事務局の担当職員以外の職員が、提案者の説明が

なくても読んで理解できるように配慮すること。 

ウ 参考見積（様式任意） 

業務費用について見積書（任意様式）を提出することとし、可能な限り費用の内訳

を記載すること。 

なお、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかに関わ

らず、見積もった金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した額を見積

書に記載すること。 

（２）提出部数 

正本１部、副本１０部 

電子記録媒体１部 

※ワード又はエクセル型式及びＰＤＦ型式でＤＶＤ－Ｒ又はＣＤ―Ｒの電子記録媒体 

（３）提出方法・提出先 

２（４）まで郵送又は持参すること 

※持参の場合は、平日午前９時から午後５時までとする。 

※郵送の場合は、提出期限必着を条件とする。 

（４）提出期限 

令和５年５月１日（月）午後５時まで 
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（５）企画提案にあたっての留意事項 

ア 企画提案書等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準

時間及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める単位によることとする。 

イ 協議会から得た資料・情報等は取扱いに注意するとともに、無断で提案に係る検討

以外の目的で使用することを禁止する。 

ウ 提出された書類は、甲府市情報公開条例に基づき、情報公開の対象となる。 

エ 提出書類について、提出後の追加及び変更は認めない。ただし、協議会が審査に必

要と判断した場合は、追加の書類の提出を求める場合がある。 

オ 本要領等に定めるもののほか、提案にあたって必要な事項が生じた場合には、提案

者に通知する。 

カ 企画提案に記載する内容は、全て本業務における実施義務事項として、参加者が提

示するものであることに留意すること。なお、実施義務事項でなく、参考として記載

が必要な場合には、【参考】と明示するなど、混同する可能性を排除すること。 

 

 

８ 選考方法 

（１）優先交渉権者の選考 

優先交渉権者の選考にあたっては、「甲府市地域公共交通計画策定業務受託者選考委員

会」（以下「委員会」という。）において評価し、総合得点で最も高い者を優先交渉権者

として選考する。また、次点を次点交渉権者として併せて選考する。 

（２）審査 

審査は、非公開とし、書類とプレゼンテーションによる審査を実施する。 

なお、プレゼンテーション審査は、次のとおり実施する。 

ア 日時・会場 

令和５年５月１１日（木） 甲府市役所本庁舎 

（予定、詳細は別途通知する。） 

イ 出席者 

３名以内 

ウ 実施方法 

・プレゼンテーション（１５分） 

プロジェクター及びスクリーンは、協議会で準備する。パソコン等の機器は持参

すること。プレゼンテーションは、提出した企画提案書を用い、その記載順に行う

こと。 

・質疑応答（１５分） 
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（３）審査項目及び配点 

ア 企業・技術者評価基準 

評 

価 

項 

目 

評価の着目点 

配点 

区分 判断基準 

企 

業 

実 

績 

業務執行能力 業務実績 過去５年間（平成３０年４月１日以降）に完了した同種業務の実績の内容 

Ａ ３件以上の業務実績を有する【10】 

Ｂ ２件の業務実績を有する【5】 

Ｃ １件の業務実績を有する【0】 

なお、該当する業務実績がない場合は選定しない。 

10 

 

 

 

予 

定 

技 

術 

者 

の 

経 

験 

及 

び 

能 

力 

 

 

 

 

 

 

管 

理 

技 

術 

者 

資格要件 技術者資格 技術者資格その他専門分野の内容 

Ａ 技術士「総合技術監理部門」(建設)又は「建設部門」(都市及び地方計画)【5】 

Ｂ 土木学会が認定した特別上級技術者、上級技術者、１級技術者、RCCM【3】 

上記いずれにも該当しない場合は選定しない。 

5 

専門技術力 経験年数 技術者の実務経験年数 

Ａ 経験年数１０年以上【5】 

Ｂ 経験年数５年以上１０年未満【3】 

Ｃ 経験年数５年未満【0】 

5 

業務執行技術力 過去５年間（平成３０年４月１日以降）に完了した同種業務の実績の内容 

Ａ 管理技術者（もしくは同等の立場）としての実績あり【10】 

Ｂ 主任技術者（もしくは同等の立場）としての実績あり【5】 

Ｃ 担当技術者（もしくは同等の立場）としての実績あり【0】 

なお、該当する業務実績がない場合は選定しない。 

10 

専任性 手持ち業務量 手持ち業務金額･件数（500万円以上のもので特定後未契約のものも含む） 

Ａ － 

Ｂ Ｃに該当しない【5】 

Ｃ 手持ち業務の契約金額の合計が３億円以上、又は件数が１０件以上【0】 

5 

 

照

査

技

術

者 

資格要件 技術者資格 技術者資格その他専門分野の内容 

Ａ 技術士「総合技術監理部門」(建設)又は「建設部門」【5】 

Ｂ 土木学会が認定した特別上級技術者、上級技術者、１級技術者、RCCM【3】 

上記いずれにも該当しない場合は選定しない。 

5 

専門技術力 経験年数 技術者の実務経験年数 

Ａ 経験年数１０年以上【5】 

Ｂ 経験年数５年以上１０年未満【3】 

Ｃ 経験年数５年未満【0】 

5 

 

 

 

 

 

主

任

技

術

者 

資格要件 技術者資格 技術者資格その他専門分野の内容 

Ａ 技術士「総合技術監理部門」(建設)又は「建設部門」(都市及び地方計画)【5】 

Ｂ 土木学会が認定した特別上級技術者、上級技術者、１級技術者、RCCM【3】 

上記いずれにも該当しない場合は選定しない。 

5 

専門技術力 経験年数 技術者の実務経験年数 

Ａ 経験年数１０年以上【5】 

Ｂ 経験年数５年以上１０年未満【3】 

Ｃ 経験年数５年未満【0】 

5 

業務執行技術力 過去５年間（平成３０年４月１日以降）に完了した同種業務の実績の内容 

Ａ 管理技術者（もしくは同等の立場）としての実績あり【10】 

Ｂ 主任技術者（もしくは同等の立場）としての実績あり【5】 

Ｃ 担当技術者（もしくは同等の立場）としての実績あり【0】 

なお、該当する業務実績がない場合は選定しない 

10 

専任性 手持ち業務量 手持ち業務金額･件数（500万円以上のもので特定後未契約のものも含む） 

Ａ － 

Ｂ Ｃに該当しない【5】 

Ｃ 手持ち業務の契約金額の合計が３億円以上、又は件数が１０件以上【0】 

5 

配点合計 70 
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イ プレゼンテーション・提案内容評価基準 

評価項目 
評価の着目点 

配点 
区分 評価基準 

実施方針・業務フ

ロー・工程表・そ

の他 

業務理解度 本業務の目的、条件、内容の理解度が高いか 20 

実施手順 業務実施手順を示す業務フローの妥当性が高いか 20 

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高いか 20 

その他 業務に関する知識、有益な代替案、重要事項の指摘があるか 10 

地域の実情を把握した上での、業務の円滑な実施に関する提案があるか 10 

特定テーマに対す

る技術提案 

特定テーマ① 

自動車の利用から公共交通の利

用へと転換を図るための利用促

進方策について 

的確性 20 

実現性 20 

独創性 10 

特定テーマ② 

公共交通ネットワークの再編に

関する基本的な考え方、都市計

画分野との連携方策について 

的確性 20 

実現性 20 

独創性 10 

特定テーマ③ 

運転免許を返納した高齢者や、

市内に複数存在する公共交通空

白地域における移動手段の確保

のための方策について 

的確性 20 

実現性 20 

独創性 10 

参考見積 業務コストの妥当性 参考見積額が契約限度額の 90％以下の場合は、一律に 10点とし、90％を

超える価格の価格点については、次の計算により算出する。 

 

（契約限度額）−（参考見積額） 

価格点＝                    ×10 

（契約限度額）−（契約限度額の 90％） 

 

※提示した業務規模とかけ離れている、又は提案内容に対して見積が不適

切な場合は選定しない。 

10 

配点合計 240 

 

※プレゼンテーション・提案内容評価（参考見積を除く）は６段階評価とし、採点は各項目の配点に評価ごとの係数を乗じて算出する。 

評価 評価の意味合い 係数 

Ａ 特に優れている、高度な能力を有する。 1.0 

Ｂ 優れている、十分な能力を有する。 0.8 

Ｃ 普通、標準。 0.6 

Ｄ 指定した記述項目は網羅されているが、内容が乏しい。 0.4 

Ｅ 指定した記述項目は網羅されているが、内容が著しく乏しい。 0.2 

Ｆ 指定した記述項目が網羅されていない、又は不適切な記述内容である。 0.0 
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（４）審査結果 

審査を受けた各事業者に対し、プレゼンテーション審査から概ね７日以内に電子メー

ルにて審査結果を通知する。また、審査結果（優先交渉権者及び次点交渉権者について

は、その名称まで）を甲府市のホームページに掲載する。なお、審査結果に対する異議

申し立ては、受け付けない。 

（５）優先交渉権者との協議 

優先交渉権者は、協議会と仕様並びに価格等協議の上、協議会の決定を受けることに

より受託事業者となる。ただし、優先交渉権者と協議が整わない場合、協議会は次点交

渉権者と協議を行うものとする。 

また、参加申込者が１者の場合であっても審査を実施し、その提案内容が審査基準を

満たすと認められる場合は、その事業者を交渉権者として選考し、上記協議を行う。 

 

 

９ 契約及び支払方法 

（１）受託事業者は、協議会と契約を締結し、受託業務を実施する。なお、協議会は業務完

了後、検査を経て委託料を受託事業者に支払うものとする。 

（２）仕様書は企画提案の内容を踏まえ、協議のうえ変更できるものとする。 

 

 

１０ 参加事業者の失格 

参加事業者が次の事項に該当する場合は、失格とする。 

（１）「３ 参加資格」を満たさなくなった場合 

（２）提出書類等に虚偽の記載があった場合 

（３）審査の公平性を害する行為や一連の公募手続を通じて著しく信義に反する行為があり、

委員会が失格と認めた場合 

（４）委員会の委員又は担当者職員に対して、直接又は間接的に本プロポーザルに関し援助

を求めた場合 

（５）参加事業者が、契約を履行することが困難と認められる状態に至った場合 

（６）プレゼンテーション等に正当な理由なしに参加しなかった場合 

 

 

１１ プロポーザルの中止 

やむをえない理由等により、プロポーザルを実施することができないと市が判断したと

きは、中止する場合がある。その場合において、応募に関わる全ての経費は協議会に請求

できない。 

 

 

１２ 辞退 

参加表明後に辞退する場合には、企画提案書類の提出期日までに参加辞退届（様式１０）

を提出すること。 
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１３ その他 

（１）企画提案等の応募に関わる全ての経費は、企画提案者の負担とする。 

（２）協議会に提出された関係書類等は返却しない。 

（３）協議会は、提出された関係書類等の機密保持には十分配慮する。 

（４）協議会は、提出された企画提案書等は当該審査以外に無断で使用しない。 

（５）提出書類の内容に含まれる著作権、特許権その他日本国の法令に基づいて保護される

第三者の権利となっている事業手法等を用いた結果、生じた事象に係る責任は、すべて

企画提案者が負うものとする。 

（６）業務内容は、採択された企画提案の内容を基本とするが、協議会の指示のもと変更等

を加える場合がある。 

 


